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1.本調査全体の論点、ゴール
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本調査全体の論点

国内の食品事業者によるシナリオ分析の着手を促すため、シナリオ分析における食
品産業固有の課題を整理し、支援策を検討

シナリオ分析
実施時における
食品産業固有
の課題

【サプライチェーン全体のリスク・機会の把握】及び【物理的リスクのパラ
メータの欠如】が主な課題ではないか？

 TCFD提言に基づく情報開示は、気候変動リスク・機会を企業が把握し、それらが経営にマテリア
ルである場合での対応を求めており、食品業界も例外なく該当

 2020年4月 WBCSD*1が食品産業向けガイダンスを公表

 一方で、TCFD提言に基づく情報開示のためには、シナリオ分析の実践が障害。食品産業におけ
るシナリオ分析の固有の課題を明確化する必要性

国内の食品事業者を
対象とした

シナリオ分析着手の
支援策

手引書には、国内の食品事業者による気候変動リスク・機会の特定を促す
ための、実践項目の整理が重要ではないか？

 多様なステークホルダーの存在、複雑なサプライチェーン等を背景に、明確化した課題に対する
対応策の導入にあたっては長期的な視野が必要

 長期的な取組み（サプライチェーンの変更、研究開発等）には、経営層による一定のコミットメント
や体制変更（外部とのアライアンス含む）等について順序立てた実施が重要

 シナリオ群の定義や事業インパクト評価：外部機関との連携、定量評価の方法論

 対応策：先端技術の導入、サプライチェーンの見直し、消費者市場への対応

1

2

*1： 持続可能な開発のための世界経済人会議



© 2020. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.4

本調査のゴール（手引書のポイント）

国内の食品事業者向けに、TCFD提言に基づく気候変動リスク・機会の把握及び事
業戦略の検討を促す手引書をとりまとめ

本調査のゴール

手引書のポイント

 TCFDガイダンスやWBCSCガイダンス等に準拠した構成

本手引書を通じて、国内の食品事業者がTCFD提言に基づく気候変動リスク・機会
の把握及び事業戦略の検討をある程度実施できる

 TCFD提言に基づく情報開示に向けたステップやネクストアクションが明確化

食品産業における
開示推奨項目

• 生産：GHGや水のリスクによる影響が大。土地利用に起因するGHG排出が大
• 加工は、供給や流通で生じるGHG排出が多くなる可能性を有するほか、廃棄
物のリスクも大

• 気候関連の局面同士で、多くの相互作用やトレードオフ、食料安全保障と競合

• 原材料調達の安定化の取組
• 水に関するリスクの取組
• GHG排出削減の取組
• 事業機会の説明

気候変動リスク
に対する

食品産業固有の
環境

 国内の食品事業者にとってシナリオ分析に対するより具体的なイメージが可能

 我が国の食品産業固有の課題・取り巻く環境を整理

 国内の食品事業者が気候変動リスク・機会の特定に取り組む際の実践項目を
明確化
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2. TCFDについて

5



© 2020. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

TCFDで要求される開示内容

TCFDの開示基準は「シナリオ分析の実施」及び「財務諸表での開示（将来）」が他基
準と大きく異なり、特に「戦略」項目において気候変動シナリオ分析の実施を推奨

要求項目 ガバナンス 戦略 リスク管理 指標と目標

項目の詳細
気候関連のリスク及び機会に係る
組織のガバナンスを開示する

気候関連のリスク及び機会が組
織のビジネス・戦略・財務計画へ
の実際の及び潜在的な影響を、
重要な場合は開示する

気候関連のリスクについて組織が
どのように選別・管理・評価してい
るかについて開示する

気候関連のリスク及び機会を評
価・管理する際に使用する指標と
目標を、重要な場合は開示する

推奨される
開示内容

a)気候関連のリスク及び機会につ
いての取締役会による監視体制
の説明をする

a)組織が選別した、短期・中期・長
期の気候変動のリスク及び機会
を説明する

a)組織が気候関連のリスクを選
別・評価するプロセスを説明する

a)組織が、自らの戦略とリスク管
理プロセスに即し、気候関連のリ
スク及び機会を評価する際に用い
る指標を開示する

b)気候関連のリスク及び機会を評
価・管理する上での経営者の役割
を説明する

b)気候関連のリスク及び機会が
組織のビジネス・戦略・財務計画
に及ぼす影響を説明する

b)組織が気候関連のリスクを管理
するプロセスを説明する

b)Scope1,Scope2及び該当する
Scope3の温室効果ガスについて
開示する

c)2度以下シナリオを含む様々な
気候関連シナリオに基づく検討を
踏まえ、組織の戦略のレジリエン
スについて説明する

c)組織が気候関連リスクを識別・
評価・管理するプロセスが組織の
総合的リスク管理においてどのよ
うに統合されるか説明する

c)組織が気候関連リスク及び機会
を管理するために用いる目標、及
び目標に対する実績について説
明する

（従来の情報開示制度との違い②）
 TCFDで求める情報開示の方法
投資家に、より良い情報を提供し、投資の判断材料とす
るため、企業に対して、公表している財務報告書で具体
的な開示を提言

（従来の情報開示制度との違い①）
シナリオ分析の実施

TCFDが提言する気候変動に関する具体的なシナリ
オ分析を用いた情報開示を推奨

6
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単に開示するだけから開示情報の質や情報利用に焦点が向けられる

金融システム全体がさらされる
気候変動リスクのより包括的な理解

TCFD最終報告書の公表
（2017.7）

他の開示フレームワークを採用している企業がTCFD提言内容
に関する検討開始

気候変動関連の課題が事業及び投資の
重要要素として認識される

一貫性があり比較可能な情報開示、お
よび適正な価格付けの実現

5年のタイムフレーム

採
用
数

財務報告書への開示の
開始

採用企業数の増加、開示情報水準の発展（例：指標や
シナリオ分析）、情報利用の成熟化

2022年

2020~2021年

出所: Task Force on Climate-related Financial Disclosures, 2017
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食品関連事業者におけるTCFD賛同企業

TCFDは欧米を中心としたイニシアティブだが、日本企業の賛同数は世界第一位であ
り、食品産業事業者も多数賛同

農業・食料・
林業製品

(13)

商社・小売
(11*2 )

アサヒグループホールディングス㈱／味の素㈱／カルビー㈱／キリン
ホールディングス㈱／サッポロホールディングス㈱／サントリーホール
ディングス㈱／（一財）食品産業センター／住友林業㈱／株式会社ニ
チレイ／日清食品ホールディングス㈱／日本ハム㈱／不二製油グ
ループ本社㈱／明治ホールディングス㈱

イオン㈱／伊藤忠商事㈱／住友商事㈱／㈱セブン＆アイ・ホールディ
ングス／双日㈱／豊田通商㈱／㈱ファミリーマート／丸紅㈱／㈱三井
物産／三菱商事㈱／㈱ローソン

国内*1

Food 
Products(4)

Avara Foods（英）、Danone（仏）、General Mills（米）、Nestlé（スイ
ス）

Food & 
Staples 

Retailing(5)
Carrefour（仏）、J Sainsbury Plc（英）、Tesco（英）、Wesfarmers 
Ltd（豪）、Woolworths Group（豪）海外*3

*1：TCFDに賛同する国内企業(190社：非金融)、 2020年8月5日時点、五十音順
*2：TCFDに賛同する国内企業（商社・小売）15企業のうち一部を抜粋、 2020年8月5日時点、五十音順
*3：TCFDに賛同する海外企業のうち、食品産業にかかわりがある企業を抜粋、 2020年7月14日時点

上記以外(2) Downer Group（豪）、 Unilever（英）、
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TCFD提言に基づく情報開示支援に関する資料の一例

情報開示を促すため、各種資料が公開されており、情報開示の事例に関するノウハ
ウが蓄積されつつある

気候関連財務情報開示に関するガイダ
ンス2.0

発行：TCFDコンソーシアム
発表年月：2020年7月

TCFDを活用した経営戦略立案のススメ
～気候関連リスク・機会を織り込むシナリ
オ分析実践ガイド Ver.2.0

発行：環境省地球温暖化対策事業室
発表年月：2020年3月

国内海外

TCFD Good Practice Handbook

発行：CDSB／SASB
発表年月：2019年

Disclosure in a time of system 
transformation: Climate-related 
financial disclosure for food, 
agriculture and forest products 
companies

発行：WBCSD
発表年月：2020年4月

出所: 公表資料より作成



© 2020. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.10

食品産業におけるシナリオ分析＆情報開示の事例

先行事例では、サプライチェーンにおける気候変動リスクの定量的評価に積極的に
取り組み、評価結果や対応の方向性を開示

 2019年度よりシナリオ分析に着手

 気候変動による複数のシナリオにつ

いて、調達と生産を中心に、リスクと

機会の抽出と対応策を検討し、統合

報告書にて公表

カゴメ㈱

 日本の食品会社として初めてTCFD
提言への賛同を表明

 シナリオ分析の結果を含めてTCFD
提言に沿った開示を試行し、2018年
6月末に公表

キリンホールディングス㈱

 シナリオ分析の実践に加え、取締役

会における責任（ガバナンス）、戦略

に対する取組みとそれに対する指標

と目標値等を明記

Unilever

出所: 各企業の公表資料より作成

概要

シナリオ
分析の
特徴

 2℃・4℃シナリオでのシナリオ分析を
実施

 気候変動によるインパクト等の定量
的な分析・開示を実施

 今後は、気候変動による購買行動の
変化への対応など、商品に関する対

応策についても分析を予定

 2℃・4℃シナリオでのシナリオ分析を
実施

 気候変動によるインパクト等の定量
的な分析・開示を実施

 農産物の収穫量について、大麦・ホッ
プ、ワイン用ブドウ、紅茶葉を対象に

主な調達国別に、2050年・2100年時
点の気候変動の影響を分析

 2℃・4℃シナリオでのシナリオ分析を
実施

 2030年におけるサプライチェーンの
影響等を定性的に記載

 （2℃シナリオ）原料や包装材のコ
ストの上昇

 （4℃シナリオ）慢性的水ストレスと
異常気象による財務インパクト想

定

 主要原料の大豆について、気候変動
の影響評価のアプローチ手法を開発
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キリンHDでは国内の食品企業に先駆けて、2℃・4℃シナリオで事業インパクト等定
量的な分析を行い、情報を開示

出所：キリンホールディングス株式会社 「キリングループ環境報告書 2019」

2℃と4℃シナリオによる
農産物への影響を分析

2050年の4℃シナリオの収量インパクトを定量的に開示
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カゴメ

カゴメはシナリオ分析を通じて気候変動のリスク及び機会を抽出し、その他の事業リ
スクとともに社全体の事業計画に反映

出所：カゴメ株式会社「カゴメ株式会社統合報告書2020」

TCFD提言に基づき抽出したリスクと機会について
統合報告書にて紹介

気候変動が及ぼす事業リスクを抽出の上、
事業に及ぼすインパクトを入手可能なパラメータを

用いて評価
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Unilever（英、食品）（1/4）

Unileverでは、従来の2℃、4℃シナリオ分析に加え、2019年度アニュアルレポートでは
新たに主要原料である大豆のシナリオ分析を実施

出所：UNILEVER「ANNUAL REPORT AND ACCOUNTS 2018」

TCFDを採用する背景と
気候変動のリスク・機会
に関するガバナンス紹介

自社主要商品シナリオによる
事業影響の評価（後述：①-b 、

2019年で新規の開示内容）

USLP：Unilever Sustainable Living
Planのうち気候変動や水に関する
取組みページへのリファレンス

気候変動への既存の
様々な取り組みの紹介

更なる気候変動に関連する
開示ページへのリファレンス

2℃と4℃シナリオによる事業
影響の評価（後述：①-a、

2018年と同様の開示内容）
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Unilever（英、食品）（2/4）

いずれも調達コストが上昇するものの、自社（製造・販売）への影響は限定的と評価

ユニリーバでは気候変動を主要リスクとして識別。気候変動が事業
に及ぼす可能性のある影響をさらに理解するために、2℃および4℃
の地球温暖化シナリオの影響についてハイレベル評価を実施。現在
と同じ事業活動を行っている前提を置き、今日から2100年にかけて
状況が段階的に変更するなか、2030年断面での事業への影響を評
価。合わせて以下の単純化した仮定を設定。

2℃シナリオ：規制強化による事業インパクトを評価

• 2030年までにGHG排出量を制限するために社会は急速に行動
し、森林減少を食い止め、排出抑制措置を講じる（例えば、IEAの
450シナリオで示される炭素価格：75～100ドル/t-CO2など）前提

• 2030年までに気候変動による水不足や深刻な天候事象の増大
などの物理的影響による大きな事業インパクトはないと仮定

4℃シナリオ：規制による制約を含まず、物理的影響を評価

• 気候政策が消極的で、GHG排出量が高いままと想定
• 2030年までに気候変動の物理的な兆候がますます顕著になると
仮定

既存の内外のデータに基づき、事業への重大な影響を特定。緩和ま
たは適応のための行動を考慮せず、新しい環境に適した新商品の
投入もない前提で評価。

2℃シナリオの主な影響

• 炭素価格が主要国で導入され、製造原価と、乳製品原料や包装
に使用される金属などの原材料のコストが増加

• 森林伐採ネットゼロ規制が導入され、持続可能な農業への転換
により農業生産に圧力がかかり、特定原材料の価格が高騰

4℃シナリオの主な影響

• 慢性的かつ急激な水ストレスにより、一部の地域で農業生産性
が低下し、原材料価格が高騰

• 極端な天候事象（暴風雨や洪水）が頻発することで、当社の製
造・流通ネットワークのトラブル発生率が上昇

• 気温上昇と極端な天候事象により経済活動、GDP成長率、販売
が低下

何もアクションを取らなければいずれのシナリオも主にコスト増加と
いった財務上のリスクをもたらす。しかし、ビジネスモデルを大きく変
える必要はない。両シナリオの最も重要な影響は、2℃シナリオでの
炭素価格設定と持続可能な農業への急速なシフト、あるいは4℃シナ
リオでの慢性的な水ストレスと極端な天候事象によって原材料およ
び梱包材のコストが上昇するサプライチェーンにあり、当社の販売お
よび製造への影響は比較的小さい。

出所：UNILEVER「ANNUAL REPORT AND ACCOUNTS 2018」
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Unilever（英、食品）（3/4）

大豆への影響は限定的であるものの、さらなる気候変動リスクを考慮する必要性があ
ると結論

シナリオ分析実施の背景及び目的

気候変動が自社主要商品に与える影響の評価を行うため、将来の
収量の予測と大豆油の商品価格への影響の定量化を組み合わせた
分析方法を開発し、パイロットを実施。

分析対象として、購入量が多く、当社における重要性が高い大豆を
選定。

シナリオ分析手法

技術や作付面積などがもたらす価格要因は除外し、気候変動におけ
る価格要因に限定。また、収量の変化や供給量の変化は、気候変動
による大豆油の価格への直接的なリスクに限定して分析した。

分析において、以下3段階のプロセスを採用。

 収穫量の算定

• 主要な成長地域における予測収穫量の見通しを立てるため、複
数の農業および気候モデルを分析。

 価格との関連性

• 気候に起因する収量の変化の影響を推定するため、大豆油市
場や過去の傾向の分析に基づいた計量経済モデルを開発。

• モデルでは、大豆の収穫量の価格の影響性だけでなく、副産物
である大豆粉や、ヒマワリ油などの代替可能品、大豆油の工業
的利用などの重要性も考慮。

 影響の算定

• 収穫量及び価格への影響は、気候変動による事業への財務的
影響として考慮され、今後の調達量予測に活用予定。

シナリオ分析結果

•大豆の収量は2030年から2050年の間に増加する可能性あり。

•収量増加に伴う、価格の引き下げにより、大豆の調達コストがわ
ずかに減少する可能性あり。

⇒ユニリーバの事業における財務上のリスクは低い

本シナリオ分析の課題

• 異常気象の発生や外部環境の変化等、気候変動に伴う間接的
なリスクについての考慮はなし。

• 大豆のシナリオ分析に特化したものであり、他の穀物に応用す
ることはできない。

今後の展望

気候変動リスクについての理解深耕を目的に、当社の
事業にとって重要性の高い他の作物である、パーム油と
茶葉についても2019年にシナリオ分析をさらに実施して
いく

出所：UNILEVER「ANNUAL REPORT AND ACCOUNTS 2018」
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Unilever（英、食品）（4/4） TCFD Status Report 2019でのレジリエンス

TCFD Status Report 2019では、気候関連リスク及び機会に対するレジリエンスを
説明する事例としてUnileverが紹介

出所：TCFD Status Report （June 2019） P.73
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3.本年度調査計画について

17
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本年度における調査計画

先行事例を対象とした調査を踏まえ、シナリオ分析における食品産業固有の課題と
その解決の方向性について検討し、事業者向け手引書としてとりまとめ

1. ヒアリング調査

2. デスクトップ調査

3. 課題分析 4. 事業者向け手引書の作成
 調査結果及びTCFD に関する最新の文
献等を踏まえ、食品事業者の情報開示

の現状と課題を分析

 ヒアリング・デスクトップ調査を基に食
品事業固有の課題を整理

 食品産業におけるシナリオ分析の普
及に向けた今後の対策を整理

• データの整理
• ステークホルダーへの巻き込み方
等

 国内の食品事業者のシナリオ分析担当
者を主として、インタビューを実施

 国内企業3~4社に実施予定
1. TCFD提言に基づく情報開示およ
びその必要性

2. 食品事業者固有の課題
3. 気候変動のリスクと機会
4. シナリオ分析に用いた情報源や今
後の要望

5. 財務インパクト検討時における留
意点

6. 対応策の考え方
7. 財務情報の開示方針、手段

 食品事業者向けのTCFD 提言に基づく
情報開示の解説、手順、事例紹介等をと

りまとめた手引書を作成

 第1稿の作成（12~1月）
 第2回委員会での検討（1月）
 最終稿の作成（1~2月）

 海外の食品事業者のシナリオ分析事例
について文献調査を実施

 海外企業を中心に実施予定

• シナリオ分析結果やその含意、反
応等を整理

9-10月

9-10月

11月 12-2月
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課題とその解決の方向性案

調査結果を踏まえて初期仮説を検証し、食品事業者におけるシナリオ分析のボトル
ネックを分析の上、その解決策を検討

• 異常気象の激甚化が将来農林水産
業に多大な被害をもたらす可能性が
ある一方、経営陣や事業部にその緊
張感が伝わりにくい状況

• サプライチェーンにおける低炭素化・
効率化の対応策の定量化

• 効率向上以外の対応策の定量化（不
確実性の要素が大きい）

• 効率向上に資する技術革新の導入
に関する議論の不足

• サプライチェーンの断絶・遅延にも耐
えうる技術や取り組みの反映

• 異常気象の激甚化やコロナ禍による
リスク（サプライチェーンの断絶・遅延
等）の評価

• 食品産業固有のサプライチェーンの
複雑さ、旧来の商習慣の存在

農研機構の保有する技術シーズを活用したモデル事業の展開

リスク対応あるいは見える化に関する技術紹介資料の作成・公開
（スマート農業等）

データ入手先・参考文献の掲載

各研究機関・企業と連携したデータ取得

移行リスク・物理リスクのサンプルの例示

気候変動リスクや情報開示の必要性に関する情報提供

情報発信・普及啓発の強化（シンポジウム開催、広報誌Affへの掲載等）

・・・

・・・

・・・

・・・

手引書
での対応

凡例：
その他の
対応

課題感（仮説） 解決策の検討

経営層の
理解

リスクへの
対応策

財務影響評価に
用いる

データの取得

レジリエンスの

高いサプライ
チェーンの構築

• 大手を中心としたサプライチェーン関
係者、農林水産業の従事者を巻き込
んだ取り組みが必要

CFPの活用（PCR策定、認証取得）
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4.課題の整理ならびに手引書の方向性

20
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課題感（仮説）

【経営層の理解】の他にも、【リスクへの対応策】、【財務影響評価等に用いるデータ取
得】、【レジリエンスの高いサプライチェーンの構築】が課題ではないか

経営層の理解

TCFD対応は全社マターであるが、企業経営のリスクとして認識されていない
 異常気象の激甚化が及ぼす農水産業への被害は多大。原料調達リスクが深刻化する可能性

 一方で、経営陣や事業部にその緊張感が伝わりにくい状況

リスクへの
対応策

移行リスク・物理的リスクに対する食品産業における対応策が未整備。本格的検討の
移行が困難

 効率向上に資する技術革新は着実に進展（スマート農業等）

 気候変動×新規/既存技術によるリスク対応策のアイデアを整理・紹介が必要

財務影響評価に用いる
データの取得

効率向上以外の対応策の定量化が困難

 生産段階の不確実性が高く、シナリオ分析に用いるデータが不足、あるいは入手が容易ではない

 対応策の定量化に資するデータの整理が必要

レジリエンスの高い
サプライチェーンの構築

異常気象の激甚化によって、サプライチェーンの断絶・遅延が発生

 食品事業のサプライチェーン上に生じる、気候変動リスクを含めた各種リスクを可視化し、対応策
の整理が必要

 サプライチェーンにおける低炭素化（CFPを重視した原料調達・製造*1、運搬物の軽量化等）

 サプライチェーンの断絶・遅延にも耐えうる技術や取り組み

• 大企業を中心とした、サプライチェーン関係者及び農林水産業の従事者を巻き込んだ取り組
みが必要

*1：資料5-3にてCFPおよびCFP-PCRについて詳述
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気候関連財務情報開示に関するガイダンス（TCFDガイダンス）の概要

TCFDガイダンスでは、TCFD提言や補助的文書に対する疑問点を整理して解説。
また改訂版では食品産業の開示推奨項目を追記

画像

発行：
TCFDコンソーシアム
発表年月：
2020年7月

1.はじめに
・本ガイダンスの位置づけについて

2. TCFD提言に沿った開示に向けた解説
• 情報の開示媒体について
• ガバナンス
• 戦略
• リスク管理
• 指標と目標
• 異なるビジネスモデルを持つ企業の開示
方法

• 中堅・中小企業におけるTCFD対応の進
め方について

3.業種別の開示推奨項目
（自動車、鉄鋼、化学、電機・電子、エネル
ギー、食品、銀行、生命保険、損害保険）

４．おわりに
Appendix

TCFD提言や補助的文書に対する疑問点を整
理・解説

TCFD提言作成に携わった委員や金融
機関所属の委員のコメント及び国内外
の事例に基づいた解説

改訂では、食品産業、銀行業、生命保
険業、損害保険業の開示推奨項目を
新規追加

補完のため、TCFD提言に沿った具体的な情
報開示の事例を別冊として整理

本資料のポイント

出所：TCFDコンソーシアム 「気候関連財務情報開示に関するガイダンス2.0」
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TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイドの概要

シナリオ分析実践ガイド（環境省）では、企業が抱えるシナリオ分析の実践上の課題
を整理し、各実践ポイントとセクター別実践事例を掲載

発行：
環境省地球温暖化対策事業室
発表年月：
2020年3月

TCFD提言に基づくシナリオ分析の実践上の
課題を整理し、実践のポイントを解説

特にシナリオ分析のステップ及び各ス
テップのToDoを詳細に説明

支援先の国内企業18事例（銀行、エネ
ルギー、運輸、建築、建設資材、素材、
食品、機会、小売）を掲載

Appendixでは、シナリオ分析の実施にあたり
必要な移行リスク・物理的リスクのパラメータ
やツール集についても紹介

本資料のポイント

1.はじめに
・ 本実践ガイドの目的
・TCFD提言におけるシナリオ分析の位置づけ

2. シナリオ分析 実践のポイント
・シナリオ分析を始めるにあたって
・STEP2. リスク重要度の評価
・STEP3. シナリオ群の定義
・STEP4.事業インパクト評価
・STEP5.対応策の定義

3. セクター別 シナリオ分析実践事例

Appendix
・パラメータ一覧
・物理的リスク ツール
・国内・海外シナリオ分析事例

出所：環境省 「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイド ver2.0」



© 2020. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.24

課題感に対する両資料の対応状況と追加項目案

前述の両資料においても食品産業に関連する記載は一部みられるが、食品産業全
体像を網羅しているわけではない

経営層の理解

リスクへの
対応策

財務影響
評価に用いる
データの取得

レジリエンスの
高いサプライ
チェーンの構

築

情報開示を促すため、
TCFD提言を

経営層・事業部向けに解説

可能な範囲での

パラメータを用いたシナリオ分析
と経営層との対話を提案

課題感
（仮説） TCFDガイダンス シナリオ分析実践ガイド

食品産業における課題への対応状況 本手引書での追加項目
（初期案）

気候変動による原料調達リスク等
に関する言及が必要ではないか

原材料調達リスクや
水リスクにおける

食品産業の開示推奨項目を例示

食品産業のシナリオ分析3事例に
より、リスク対応策の一部を参照

可能

近年蓄積が進む

脱炭素化技術やスマート農業等
の対応策の全体観が
必要ではないか

（詳細な言及なし）
食品産業のシナリオ分析3事例や

Appendixにて、
パラメータの一部を参照可能

食品産業固有の
パラメータの全体像が
必要ではないか

食品産業サプライチェーン全体で
GHG削減に取り組むことの
重要性について言及

食品産業の
シナリオ分析3事例から、
サプライチェーン構築の
方向性を参照可能

食品産業全体の
サプライチェーンの

パターンを網羅することが
必要ではないか

出所：TCFDコンソーシアム 「気候関連財務情報開示に関するガイダンス2.0」および環境省 「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込む
シナリオ分析実践ガイド ver2.0」を基に作成



© 2020. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

章 タイトル 概要

1
TCFD提言に基づく
情報開示および
その必要性

目的・位置づけ等

2 食品事業者固有の
課題

サプライチェーンのカテゴライズ等

3
食品事業者における
気候変動のリスクと
機会

サプライチェーン別のリスクと機会
（カテゴリ別）

4 シナリオ群の定義に
関する情報源

シナリオ定義のステップとパラメータ
の情報源

5 気候変動が及ぼす
財務インパクト

インパクト評価に用いるロジックツ
リーのイメージ等

6 対応策及び事例 対応策の考え方と事例

7 財務情報の開示方法
必須項目及び優良事例
（国内・海外）

参考
TCFD概要、用語集、連携可能な外
部機関、データベース

25

作成方針 章立て（案）

本調査検討を踏まえ、国内の食品事業者向けに「気候変動による事業リスクと機会
の特定に向けたポイント」と「実践のヒント」を手引書としてまとめる

• 国内食品事業者がシナリオ分析につい
てより具体的なイメージを持つ

• リスクと機会の特定について実践を促
すことを重視

ねらい

• 事業者単独ではなく、外部機関との連
携を前提

• 実践上での役割分担を明確化

実践に向けた
支援

• TCFDガイダンスにおける食品産業の
開示推奨事項に準拠

• 固有のリスク対応策の全体像や、評価
に必要なパラメータの全体像等を可能
な限り網羅

食品産業固有の
課題への対応

• TCFD提言に基づくリスクと機会の特定
に着手していない食品事業者（担当者）

想定する読者

• PowerPointで作成
• 視覚的にわかりやすい内容表現・レイアウト
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